
施策評価表（平成２３年度実績評価と平成２５年度方針） 作成日：平成２４年９月３日
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人件費（内書き） 16,721

施策内で事業費の上位１／３を占める事務事業名 地域センター管理事業　１４７，９７４千円（７７．５％）

トータルコスト 207,575

事業費（内書き） 190,854

項目 平成23年度実績 平成24年度実績 平成25年度実績

本施策を構成する事務事業数 11

　　　　　

４　施策内事務事業数と施策のコスト

　　　　　

　　　　　

対象指標 　市民人口 116,579 116,549 116,067

成果指標 　地域のコミュニティ活動に参加している市民の割合
26.8

(21年度調査）
27.0

（23年度調査）
27.0

（23年度調査）

（05-02）地域間交流の推進
・高崎市榛名地域との間でこれまで培ってきた信頼関係をもとに、住民福祉の向上及び地域の活性化に資す
る交流の支援に努める。

３　施策の指標と実績

指標種別 施策の代表的な指標 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度実績

施策に対する基
本的な考え方
（第４次長期総合
計画より）

・地域の構成員である市民一人ひとりが地域における課題を認識し、地域、市民活動団体、企業、行政、あるいは個人と
いった、さまざまな主体と協働しながら解決していく、地域力の醸成に向けた支援を推進する。
・自治会など、既存のコミュニテイ組織の活性化と、新たなコミュニティ活動へ参加しようとする意識の醸成を図るた
め、各種事業の実施や関連情報の積極的な提供に努める。
・群馬県高崎市榛名地域との間でこれまで培ってきた、市民の交流活動を支援する。

２　基本事業の方向性（第４次長期総合計画より）

（基本事業番号）基本事業名 第４次長期総合計画における方向性

（05-01）コミュニティ活動への支援

・市民のコミュニティ活動を活性化するため、活動の場の提供を進めるとともに、市内の既存施設をだれも
が等しく交流拠点として利用できるよう、施設運営などの検討を行い、施設のさらなる有効活用を図る。
・自治会が身近な暮らしを支える地域コミュニティの核として機能するよう、活動の活発化を図るための支
援に取り組む。

施策統括課
（課長名）

生活文化課長（木暮　昭） 生活文化課

対象 市民及び地域活動団体
関連す
る個別
計画等

― ―

１　施策の概要

N0
施策名

05
地域力向上への支援

上位
政策

にぎわいと活力あふれるまち
平成24年度
の施策の位
置付け
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＊８　全庁評価会議で示された施策の方向等を受けて
　
  少子高齢化への対応、災害時の助け合い、地域ぐるみの防犯対策など、地域コミュニティの大切さの意識が高まる中で、地域コミュニティ
の核となる自治会の活動の継続性と安定性を図るための取り組みを進めていく。

８　全庁評価会議で示された施策の方向等

25年度の施策位置付け　重点施策□　　それ以外■

＜主な意見＞
・東日本大震災後、自分の住む地域は自分で守るという意識が高まっている。この時機を捉え、自治会活動の強化に取り組む。
・高崎市榛名地域との地域間交流を活かした災害応援協定の締結について検討する。

９　平成25年度に向けた施策方針

７　施策の現状と課題及び次年度に向けた方向性

現
状
と
課
題

・少子高齢化の進行と地域コミュニティ意識の希薄化により、自治会への加入世帯が減少しているとともに、自治会で活動している住民も高齢化のた
め自治会活動を続けていくことが難しくなっている。
・日中独居の高齢者や子どもに対する地域での見守り、災害時の助け合い活動、地域ぐるみの防犯対策など、地域コミュニティの大切さという意識の
高まる中で、地域コミュニティの核となる自治会の育成支援を進める必要がある。
・市民のコミュニティ活動の場として、地域センターなどの公共的なコミュニティ施設の利用要望が高まっている。
・コミュニティ施設の中でも、西部地域センターが建築後約２１年、南部地域センターが約１５年、東部地域センターが約１０年経過しており、施設及び
設備（空調機器、給排水設備、屋上壁面の防水、音響設備、照明設備）の老朽化が進行している。

次
年
度
に
向
け
た
方
向
性

＊　上記６の＜施策の方針設定に際しての前提条件＞及び＜国・都の方針及び関係法規等の変化＞＜市民ニーズ、市の状況の変化＞等を踏まえて記載

・自治会が身近な暮らしを支える地域コミュニティの核として活動を継続していけるよう、活動の安定化を図るための支援に取り組む。

・市民のコミュニティ活動の場として、地域センターなどの公共的施設の利用要望が高まっているが、今後施設を増やすことができない
現状において、より多くの市民がコミュニティ活動拠点及び交流拠点として利用できるよう、有効活用を検討する。

・老朽化した各地域センターを安定的に使用していただくには、中長期的な施設修繕計画の作成が必要であり、そのため施設の現状調査
を行う。

説明：（平成25年度に向けた施策コストの増減要因など）
　
これまで実施してきた事業の効果を検証しつつ、施策コスト
の増加を抑えながら事業は継続していくが、地域センターな
どのコミュニティ施設では、建設年数の経年化により建物や
設備の老朽化が進んでおり、施設の修繕等に事業費の増加
が見込まれる。

※市条例は含まず

平成23年度実績

　　　　　　　　　　　　　　　　円
（　　　　　　　　　％）

市の裁量で事業費を削減できる金額（％）

平成23年度実績

　　190,854,000円
（　　１００　％）

受益者の行政需要増加による施策事業費の増

受益者の行政需要減少による施策事業費の減

説明：（市と市民の役割分担など）

自治会は、加入者の減少や住民の高齢化など
の問題により活動を継続していくことが困難になり
つつある一方で、防災や高齢者対策などの地域
課題が山積しており、自治会は地域コミュニティの
核としての役割りは高まっている。行政としても防
災防犯をはじめとして様々な分野で自治会の重
要性を認識しており、自助・共助の視点からも市の
関与は継続して続けていくいく必要がある。

制度改訂等による施策事業費の増

制度改訂等による施策事業費の減

施策事業費の増減なし

 ■　施設修繕等による施策事業費の増加 事業費削減不可の金額（％）

市
の
関
与
の
妥
当
性

市の関与を強化

事
業
費
の
成
り
行
き

対象増加による施策事業費の増

事
業
費
に
関
す
る
市
の
裁
量
余
地

事業費削減不可事業名

現状維持 対象減少による施策事業費の減 （市の裁量では事業費削減ができない事業）

市の関与を軽減

5　施策成果向上に対する事務事業の貢献度

有効性の「高い」事務事業番号・事務事業名 有効性の「低い」事務事業番号・事務事業名

・０５－０１－０３地域センター管理事業
・０５－０１－０５市民プラザ管理事業
・０５－０１－０６自治会活動支援事業

・０５－０１－０７自治会法人化認定事業
・０５－０２－０２地域間交流宿泊施設利用助成事業
・０５－０２－０３地域間交流産業交流事業

６　平成25年度施策の方針設定に際しての前提条件


